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事業投資プロセス

「Brand-new Deal 2017」では、赤字事業撲滅に向けて

EXIT基準の改定や事業投資管理の高度化を推進し、初の

黒字会社比率90%台を達成しました。「Brand-new Deal 

2020」では、従来の投資プロセスに加え、事業計画の妥当

性の検証徹底と孫会社のモニタリングを重点的に進め、リ

スク耐性が高い強固な収益基盤の構築と黒字会社比率の

向上を図っていく方針です。

事業計画の妥当性検証の徹底
•  新規投資時における事業計画の精査（感度分析含む）

•  計画比下方乖離への対応策の事前準備（EXIT策の
設定含む）

EXIT条件の設定
•  投資時の明確かつ実行可能なEXIT策設定の徹底
※  明確なEXIT条件…抵触した場合に当該事業から原則EXITする
条件を定量的に設定

※  実行可能なEXIT策…EXIT条件に関するパートナーとの事前合意

コベナント管理
•  「Brand-new Deal 2020」期間中、各年度における各
カンパニーの実質フリー・キャッシュ・フローは「黒字」

投資基準
•  投資先のフリー・キャッシュ・フローをベースとしたNPV
（Net Present Value）に基づく投資効率※

•  受取配当金やトレード収益等の単体へのキャッシュ
イン

•  投資先の利益規模
※  NPVを算出する際には、約40の業種別に設定したハードルレート
（国別）を使用

EXIT基準
•  取込損益の3期累計赤字

•  リターンの投資時計画比下方乖離

•  付加価値※の3期累計赤字
※  連結貢献（＝取込損益＋トレードメリット）–（連結投資簿価×資本
コスト）

資産入替や課題改善の促進により黒字会社比率の改善を実現

投資判断時の検討項目

•  投資基準への適合状況
•  投資意義・成長戦略の策定
•  リスク分析
•  内部統制の整備状況の検証
•  事業計画の妥当性検証
•  EXIT条件の設定

資産入替

•  EXIT基準に抵触した低効率の資産や、
戦略的に保有意義の薄れた事業の入
替を推進

モニタリング

•  投資後1年後レビューの実施

•  全事業投資先につき、事業会社定期レビューを毎年実施

•  定性（戦略的意義等）、定量（収益規模・投資効率等）の
観点から取組方針を見直し

•  赤字、配当キャッシュインに課題のある事業会社の改善
策策定

•  事業会社定期レビューで策定した方針や課題改善策に
つき年間を通して進捗フォロー

■ 公表連結対象会社数　  黒字会社比率

（社数） （%）
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